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1. はじめに 

 本稿の報告者はこれまでに、日本企業のグローバル・イノベーションや R&D 国際化に関する研究を

行ってきた。本学会でもいくつかの成果を報告してきた実績がある。これまでも同様な研究は、多数行

われてきている。日本企業に限らず、欧米多国籍企業を対象とした研究の多くも、企業が本国以外で行

う R&D 活動やグローバル規模のイノベーション活動に着目してきた傾向が見られる。本稿では、こう

した潮流とは逆の視点、つまり外国企業が日本で実施する R&D 活動やイノベーション創出の取組に焦

点を当てている。日本に所在する外資系企業の R&D 活動やイノベーション創出に焦点を当てた研究が

存在しない、ということでは無い。過去にも、興味深い研究の報告が行われている。本報告は先行研究

の取組を参考にしつつ、在日外資系企業の R&D 活動ならびにイノベーション創出活動の現状を整理し、

研究を次の段階・取組へ進める準備を意図する内容となっている。 
 
２．研究の背景 

上述したように、本稿の目的は、在日外資系企業の活動について、日本国内における R&D 活動やグ

ローバル・イノベーションの視点から現状を概観することにある。本稿で焦点を当てている R&D やイ

ノベーションに限らず、在日外資企業を対象とした研究例はいくつか存在している。古い例では、吉原

編[1]や星野他[2]などの成果が公表されており、現在の環境とは異なるものの、1980 年代～1990 年代に

おける在日外資系企業の行動を伺い知ることができる。より近年の研究としては、長谷川[3]も存在して

おり、在日外資系企業を対象とした研究が無視されてきた研究テーマではない、と言えるだろう。一方、

本稿と同様、在日外資系企業の R&D 活動／イノベーションに焦点を当てた先行研究例として、中原[4]
や岩田[5]が存在している。中原[4]は在日外資系企業の研究所の設置動向について、対内直接投資の関係

性から論ずる内容となっている。また、岩田[5]は R&D 国際化研究の事例として、在日外資系企業の

R&D 活動を取り上げており、日本企業のケースも含め、多国籍企業における R&D 国際化研究の進展に

大きな役割を果たしている。 
他方、「はじめに」でも述べたように、対外進出に伴う多国籍企業の R&D 国際化やグローバル・イノ

ベーション、グローバル知識マネジメントに関する研究は豊富な例が存在する。日本企業を対象とした

研究も例外では無く、本学会でも多数の報告実績があることは周知の通りである。多国籍企業における

R&D の国際化、グローバル・イノベーション、グローバル知識マネジメントに関する研究は、近年でも

活発に行われており、依然として重要な研究テーマであると言える(Ferraris et al.[6], Leung et al.[7], 
Liu et al.[8], Liu and Li[9]など)。こうした一連の先行研究に含まれるが、在米外国企業の研究所を分析

し、HBA(Home base augmentation:技術補強型)と HBE(Home base exploitation:市場開拓型)の概念

を提示した Kummerle[10]は、現在でも影響力を持つ論文と言え、ある国に進出した外国企業の R&D
活動やイノベーション活動を分析した先行研究とも言える。 
以上のように、R&D 国際化やグローバル・イノベーションを対象とした研究は、引き続き取り上げ

られるべき研究テーマであろう。この認識に立てば、日本国内で活動する外資系企業の R&D 活動やイ

ノベーション創出を対象とした研究は、非常に重要なテーマと考えられる。しかしながら、学術的な面

での研究蓄積は、やや継続性に乏しい側面がある。このため、更なる研究の進展が求められる分野であ

ると共に、将来に亘って取り組むべき重要な研究課題の抽出が課題と言える。 
かかる認識に基づき、本稿では、在日外資系企業の R&D/イノベーション活動の実施体制、人材活用

方策、グローバルネットワークにおける在日拠点の役割等について、概要を把握することを試みること

とした。さらに、将来取り組むべき研究の方向性と今後の取組内容について、若干の検討を行うものと

する。 
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３．データについて 

 在日外資系企業の実態を把握できるデータソースは、残念ながら貧弱な状態にあると言える。在日外

資系企業に関する公的統計調査として、経済産業省が実施していた「外資系企業動向調査」が存在した。

しかしながら、同調査は令和 2 年(2020 年)をもって打ち切られることとなった。このため、現在は外資

系企業を対象とした体系的な公的統計調査は実施されていない。民間調査としては、東洋経済新報社か

ら毎年「外資系企業総覧」が冊子版と web 版で発行されている。東洋経済新報社「外資系企業総覧」に

は、企業名や簡単な事業内容、主要業績、拠点所在地などが掲載されているものの、全ての企業につい

て、共通的な内容が掲載されているわけではない。このため、掲載企業に関する一貫したデータを入手

することは困難である。かかる状況であるため、在日外資系企業に関する系統的なデータの入手は困難

な環境にある。このため、本稿で用いるオリジナルデータの収集を目的としてアンケート調査を実施す

ることとした。 
 
((11))アアンンケケーートト調調査査のの概概要要  
 アンケート調査の対象となる在日外資系企業については、上述した東洋経済新報社が提供する「外資

系企業データベース 2023 年 web 版」から抽出を行った。 
データの抽出の手順は次の通りである。同 DB は「事業内容」と「事業所」項目のキーワード検索が

可能な仕様になっている。このため、「事業内容」と「事業所」項目について、イノベーションや R&D
に関連するキーワードを設定し、該当企業・事業所の抽出を行った。検索キーワードは「研究」、「開発」、

「技術」、「研究開発」、「技術開発」、「製品開発」、「研究所」、「テクノロジー」、「イノベーション」、「テ

クニカル」、「R&D」とした。この検索により、R&D／イノベーションに取り組んでいると推定される在

日外資系企業・事業所 846 件が抽出された。重複ならびにコンサルティング業や不動産業などの業種を

除外した。この結果、500 件のアンケート対象企業・事業所を抽出することとなった。宛先住所と宛名

（代表者）についても、「外資系企業データベース 2023 年 web 版」から抽出した。 
 2024 年 3 月 20 日を回答締切として、調査票返送ならびに web による回答(Google Form)を求めた。

なお、Google Form による回答については英語による回答も可とした。 
 回答結果については極めて厳しい結果になったと言わざるを得ない。調査票発送数 500 社に対して回

答数は 24 社に止まっている(回答率 4.8%)。Web 回答 7 件、調査票返送 17 件であった。その他、回答

辞退返送 2 件、宛先不明返送 10 件という結果となった。低い回答率となった大きな要因は、宛先が担

当者レベルではなく、代表者宛となっていた点が考えられる。利用可能なデータの制約によるもので、

如何ともし難い点ではあるが、アンケート調査の実施方法を含め今後の検討課題と考えている。 
 
((22))アアンンケケーートト調調査査回回答答結結果果  
【【回回答答結結果果概概要要】】  
 上述のような回答結果であるため、統計的な分析を実施するには不十分な回収状況である。以下では、

回答結果を記述的に記しておく。 
－回答企業の属性 
・ 回答企業の業種は、製造業 6 社、卸売業 8 社、情報・システム業 7 社、サービス業 3 社であった。 
・ 日本における本社所在地は、東京都が 14 社、神奈川県が 6 社、千葉県が 2 社、愛知県が 2 社と

いう結果になっている。 
・ 本国親会社の所在国はアメリカが最も多く、9 社であった。次いで中国が多くなっており 5 社。

ドイツとオランダが 3 社ずつ。イギリスが 2 社。フランスとスイスが 1 社であった。 
－R&D 実施の有無 
・ 回答企業 24 社中、R&D 実施と回答した企業は 10 社(41.7%)、未実施と回答した企業は 14 社

(58.3%)であった。 
【【日日本本ににおおけけるるイイノノベベーーシショョンン実実現現のの有有無無】】  
 アンケートでは、イノベーションの有無について、まず質問を行っている。結果について、表 1 にま

とめた。 
回答企業 24 社中、2018-2020 年の間に日本でイノベーションを実現したと回答した企業は 11 社

(45.8%)、実現していないとする企業は 10 社(41.7%)、未回答企業が 3 社(12.5%)であった。一方、2021-
2023 年の間に日本でイノベーションを実現したとする企業は 8 社(33.3%)であった。実現していない企

業は 10 社(41.7%)、未回答企業が 6 社(25%)である。 
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表１ イノベーション実現の有無について 
設問 2018 年－2020 年の間 2021 年－2023 年の間 

(1) 我々は日本でイノベーションを実現した 

はい  11(45.8%) 

いいえ 10(41.7%) 

未回答 3(12.5%) 

はい   8(33.3%) 

いいえ 10(41.7%) 

未回答  6(25.0%) 

イノベーションの定義について 

『イノベーションとは、新しい又は改善されたプロダクト又はビジネス・プロセス（又はそれの組合せ）であって、当該企業の以前の

プロダクト又はビジネス・プロセスとはかなり異なり、かつ市場に導入されているもの又は当該企業により利用に付されているもの

である。』 

(原典:OSLO MANUAL 2018 © OECD/EUROPEAN UNION 2018, p.68。日本語訳文については、伊地知寛博「Oslo Manual 2018 ：

イノベーションに関するデータの収集、報告及び利用のための指針』－更新された国際標準についての紹介－」STI Horizon, 2019 

Vol.5 No.1, pp.41-42. (http://doi.org/10.15108/stih.00168)から引用。） 

 
 さらに、イノベーションの内容についての質問を行った。結果を表 2 に示す。 
 イノベーションの有無と同様、「2018-2020 年」と「2021-2023 年」に期間を区切って、新製品開発、

製品改良、技術開発・改良の有無について質問を行った。両期間とも、概ね日本市場対応の製品開発・

改良が多い回答結果となった。他方、本国市場向けの対応も存在し、日本の技術資源を活用したグロー

バルな R&D 活動やイノベーション創出の取組を進めている様子も窺える。 
 
表２ 製品開発・技術開発について 

設問 2018 年－2020 年の間 2021 年－2023 年の間 

(1) 我々は日本市場向の新製品(サービス)を日本で開発した 

はい  10(41.7%) 

いいえ 14(58.3%) 

未回答  0(0.0%) 

はい   8(33.3%) 

いいえ 15(62.5%) 

未回答  1(4.2%) 

(2) 我々は世界市場向の新製品(サービス)を日本で開発した 
はい   8(33.3%) 

いいえ 16(66.7%) 

未回答  0(0.0%) 

はい   7(29.2%) 

いいえ 16(66.7%) 

未回答  1(4.2%) 

(3) 我々は本国市場向の新製品(サービス)を日本で開発した 
はい   7(29.2%) 

いいえ 17(70.8%) 

未回答  0(0.0%) 

はい   6(25.0%) 

いいえ 17(70.8%) 

未回答  1(4.2%) 

(4) 我々は日本で改良した製品(サービス)を日本市場に投入した 
はい   7(29.2%) 

いいえ 17(70.8%) 

未回答  0(0.0%) 

はい   8(33.3%) 

いいえ 15(62.5%) 

未回答  1(4.2%) 

(5) 我々は日本で改良した製品(サービス)を世界市場向に投入し

た 

はい   5(20.8%) 

いいえ 19(79.2%) 

未回答  0(0.0%) 

はい   4(16.7%) 

いいえ 19(79.2%) 

未回答  1(4.2%) 

(6) 我々は日本で改良した製品(サービス)を本国市場向に投入し

た 

はい   6(25.0%) 

いいえ 18(75.0%) 

未回答  0(0.0%) 

はい   5(20.8%) 

いいえ 18(75.0%) 

未回答  1(4.2%) 

(7) 我々は日本で新技術の開発に成功した 
はい   6(25.0%) 

いいえ 18(75.0%) 

未回答  0(0.0%) 

はい   4(16.7%) 

いいえ 19(79.2%) 

未回答  1(4.2%) 

(8) 我々は日本で既存技術の改良に成功した 
はい   7(29.2%) 

いいえ 17(70.8%) 

未回答  0(0.0%) 

はい   7(29.2%) 

いいえ 16(66.7%) 

未回答  1(4.2%) 

 
【【RR&&DD 機機能能・・役役割割ににつついいてて】】  
 上記以外のアンケート回答結果の概要として、R&D 活動の目的に関する回答結果を記す。なお、こ

の設問については、「R&D を実施」と回答した企業のみ対象として質問を行っている。 
 設問「日本の技術者・研究者を雇用すること」に五段階スケールで回答を求めたところ、「全く重要で

はない」という回答も 2 件存在したが、「非常に重要」と「やや重要を」を合わせると 4 件の回答とな

った。また、「日本の大学と共同 R&D を行うこと」と「日本の研究機関と共同 R&D を行うこと」に対

する回答では、重要視しない回答が優勢であった。このため、日本の技術資源の活用という観点から考

えると、今回回答企業の場合、日本の諸機関との共同研究を通じた日本の技術資源の活用ではなく、人

材の雇用を通じた技術資源の活用を意図している様子が見て取れる。 
 また、「R&D から商用化までの時間を短縮すること」ならびに「日本の顧客に技術的支援を提供する
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こと」に対する回答は「非常に重要」・「やや重要」とする回答が優勢となっており、市場志向の強い R&D
機能を有した企業からの回答が多かったと考えられる。実際、「競争段階以前の企業グループレベルの

基礎研究を行うこと」に対する回答は、「全く重要ではない」「あまり重要ではない」の回答が大半を占

め、「非常に重要」とする回答は存在しなかった。 
 
４．今後の取組方針 

 繰り返しになるが、アンケート調査の回収率は非常に低い結果となってしまった。低回収率の原因と

して考えられることに、先述した東洋経済新報社の提供する「外資系企業 DB」のデータ収録内容があ

げられる。データの信用性が低い、ということではなく、データ収録項目が粗いという問題が存在する、

すなわち、各企業のデータについては、代表者名しか提供されていない。今回の研究計画に則ればアン

ケート票の送付先は、代表者ではなく、R&D 担当役員や研究所長といったレベルに送付を行うべきで

あった。しかしながら、東洋経済新報社の DB だけでなく、その他の DB も含めて、外資系企業の R&D
担当役員や研究所長を網羅する DB は存在していない。アンケート調査発送対象者を抽出可能なデータ

ソースが限定されていることも、研究の制約に繋がっている。 
 アンケート調査による分析用データの収集は、残念ながら満足のいく水準には到達しなかった。この

ため、インタビュー調査による定性的データの収集によって、分析用データの補完を行う事を計画して

いる。幸い、今回アンケート調査回答企業の中には、インタビュー調査受け入れに同意している企業が

存在している。これらの企業にインタビュー調査を実施することによって、定性的なデータの入手は可

能になる。さらに、特許データなども活用し、分析用データの補強を試みることとしている。これらの

今後収集する予定の追加データと、今回のアンケート調査によって得られた限定的なデータを組み合わ

せることによって、ある程度の分析を行うことが可能と考えられる。 
 さらに、これまでに収集したデータを組み合わせる事によって、データの補強を行う予定である。そ

の上で、本稿に関連する研究計画の取り纏めを行う方法について、検討を行いたい。これらの取組結果

については、機会を改めて報告させて頂く所存である。 
 
なお、本稿の作成にあたっては、江戸川大学 2023 年度学内研究助成金「在日外資系企業のイノベーショ

ン活動の分析」（研究代表者：安田英土、研究分担者：周揚華）ならびに JSPS 科研費 21K01701 の成果を

一部利用している。 
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